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石巻市市街地復興工事調整業務公募型プロポーザル方式実施要領 

 

１ 業務要旨及び目的 

本業務は、石巻市市街地復興工事調整会議（以下「工事調整会議」という。）が所掌

する全ての工事が円滑に執行されるよう、「石巻市街地における工事調整ガイドライン

（案）」（以下「ガイドライン」という。）に基づく必要な調整及び調整に付帯する事項

を行うものである。あわせて、工事調整会議以外の石巻市が所掌する石巻市市街地におけ

る復興事業及び復旧事業全般に関する業務支援を行うものである。 

 

２ 業務概要 

(1) 業務の名称 

石巻市市街地復興工事調整業務 

(2) 業務の場所 

石巻市市街地エリア（ガイドラインが示す適用範囲及び関連する地域） 

(3) 業務の内容（詳細は、仕様書を参照） 

ア 工事調整会議に関する業務 

イ 石巻市市街地における復興事業全般（工事調整会議関係を除く。）に関する業務 

(4) 業務の期間 平成３１年４月１日から平成３３年３月３１日まで 

(5) 業務の規模（見積限度額） 

平成３１年度 １１１，０９８，０００円 

平成３２年度 １１０，７１３，０００円 

合計   ２２１，８１１，０００円（消費税及び地方消費税を含まない。） 

 

３ 実施方式 

公募型 

 

４ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加を申し込むことができる者は、本業務の提案書提出日時点にお

いて、(1)に掲げる要件を満たす単独事業者又は(2)に掲げる要件を全て満たす複数の事

業者による企画競争共同提案体（以下「共同提案体」という。）であること。ただし、単

独事業者又は共同提案体のいずれかの形態をもって本プロポーザルに同時に参加すること

はできない。 

(1) 単独事業者の資格に関する事項 

石巻市契約規則（平成１７年石巻市規則第５７号。以下「契約規則」という。）第

３条第２項に規定する競争入札参加資格承認簿に登録されている測量・建設コンサ

ルタント等業者のうち、業種が建設コンサルタント、部門が「都市計画及び地方計

画」及び「施工計画、施工設備及び積算」に登録され、登録住所が宮城県内の者 
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(2) 共同提案体の構成に関する事項 

ア 結成方法は、自主結成とする。なお、参加申込書提出時に企画競争共同提案体協

定書（様式９）を提出すること。 

イ 構成員は、その技術力を結集して業務を実施するものとし、それぞれ優れた技術

を有する分野を担当するものとする。この場合において、構成員の分担業務は、

共同提案体の目的に照らして必要以上に細分化しないこと。 

また、構成員の分担業務は、業務の内容により、企画競争共同提案体協定書にお

いて明らかにすること。 

ウ 代表者は、契約規則第３条第２項に規定する競争入札参加資格承認簿に登録され

ている測量・建設コンサルタント等業者のうち、業種が建設コンサルタント、部

門が「都市計画及び地方計画」及び「施工計画、施工設備及び積算」に登録され、

登録住所が宮城県内の者 

エ 代表者以外の構成員は、契約規則第３条第２項に規定する競争入札参加資格承認

簿に登録されている測量・建設コンサルタント等業者のうち、業種が建設コンサ

ルタントに登録され登録住所が宮城県内の者 

(3) 配置予定者に関する事項 

ア 配置予定者は、「管理技術者」と「工事調整会議に関する業務を担当する技術者

（以下「配置技術者」という。）」とする。 

イ 配置予定者のうち管理技術者は、次のいずれかの資格を有すること。 

(ｱ) 技術士（総合技術監理部門） 

(ｲ) 技術士（建設部門（都市及び地方計画又は施工計画、施工設備及び積算）） 

(ｳ) ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画又は施工計画、施工設備及び積算） 

(ｴ) 工学博士 

ウ 配置予定者は、本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の受

注者と直接的雇用関係がなければならない。なお、受注者が共同提案体の場合は、

代表者が管理技術者を配置すること。 

エ 配置予定者のうち管理技術者の手持業務量は、提案書提出日において、全ての手

持業務の契約金額合計が４億円未満、かつ、手持業務の件数が１０件未満である

こと。なお、手持業務は、契約金額が５００万円以上の業務を対象とする。 

オ 配置予定者は、平成２０年４月１日以降で類似業務として「復興事業等のマネジ

メントに関する業務」あるいは「大規模プロジェクトのマネジメントに関する業

務」のうち、次に掲げるいずれかの業務を管理技術者、照査技術者又は担当技術

者として携わった実績があること。 

(ｱ) 施工調整あるいは、地元協議及び調整（施工段階） 

施工調整とは、「多数の工事を１単位とした地域単位（あるいはプロジェクト

単位）とした各工事間の工程調整、各工事間の技術的専門性を考慮した進入路

調整」などを指す。地元協議及び調整（施工段階）とは、「多数の工事を１単

位とした地域単位（あるいはプロジェクト単位）での施工段階での地元協議及
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び地元に係る調整」を指す。 

※調整には調整の支援を含む。 

(ｲ) 計画調整 

計画調整とは、国・県・市などの関係機関間の計画調整、市街地開発事業（道

路・河川・公園・住宅など複数の事業から形成される事業）等の事業計画策定

を指す。 

※調整には調整の支援を含む。 

(4) 次に掲げる者は、プロポーザルに参加することができない。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者 

イ 石巻市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱（平成１７年石巻市告示第１８０

号）第２条第１項の規定による指名停止又は同要綱第１２条第１項から第３項ま

での規定による指名回避を受けている者 

ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなさ

れた者。ただし、同法に基づく更正手続開始の決定を受けた者が、その者に係る

更正計画認可の決定があった場合にあっては、当該申立てがなされていない者と

みなす。 

エ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れた者。ただし、同法に基づく再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る

再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、当該申立てがなされていない者

とみなす。 

オ 石巻市入札契約に係る暴力団等排除要綱（平成２０年石巻市告示第２６８号）別

表各号に規定する要件に該当する者 

カ 業務全般に関し、不正又は不誠実な行為の疑いにより、地方公共団体が契約を締

結するに、不適当な相手方に該当するおそれがある者 

 

５ 参考資料の閲覧と本実施要領等の内容についての質問の受付及び回答 

(1) 参考資料の閲覧 

ア 閲覧及び貸出 

本プロポーザルの参加に当たって、下記の参考資料について閲覧及び貸出を行う。 

(ｱ) ガイドライン（運用手引き含む。） 

(ｲ) 広報紙 リバイブ いしのまき 

(ｳ) 「工事調整会議について」、「平成２９年度 行動結果」、「平成３０年度  

行動計画の目標」及び「工事間調整事例」 

イ 閲覧及び貸出場所と期間 

(ｱ) 閲覧場所 石巻市役所４階 閲覧室 

(ｲ) 貸出場所 石巻市役所５階 復興事業部基盤整備課 

(ｳ) 閲覧及び貸出期間 平成３０年１２月１０日（月）午後２時から 

平成３１年２月１日（金）まで 
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※１上記期間にかかわらず、土曜日、日曜日等、石巻市の休日を定める条例（平

成１７年石巻市条例第２号。以下「休日条例」という。）に規定する休日は、

閲覧及び貸出することはできない。 

※２閲覧及び貸出することができる時間は、午前８時３０分から午後５時までと

する。 

(2) 質問の受付 

質問は、質疑応答書（様式１０）により行うものとし、持参、ＦＡＸ又は電子メー

ルのうち、いずれの方法でも可能（ＦＡＸ又は電子メールの場合には着信を確認

すること。）とする。 

なお、文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、ＦＡＸ番号及び電子メールア

ドレスを併記するものとする。 

ア 提出期間 平成３０年１２月１０日（月）から 

平成３０年１２月１４日（金）まで 

※１持参の場合は、上記期間にかかわらず、休日条例に規定する休日は、提出す

ることはできない。 

※２提出することができる時間は、午前８時３０分から午後５時まで（正午から

午後０時４５分までを除く。）とする。 

イ 提出場所 石巻市復興事業部基盤整備課 

〒９８６－８５０１ 宮城県石巻市穀町１４番１号 

ＦＡＸ番号：０２２５－９０－８０４６ 

電子メール：infraimp@city.ishinomaki.lg.jp 

(3) 質問に対する回答書の閲覧 

ア 閲覧場所 石巻市役所４階 閲覧室 

イ 閲覧期間 平成３０年１２月１８日（火）午後２時から 

平成３１年２月１日（金）まで 

※１上記期間にかかわらず、休日条例に規定する休日は、閲覧することができな

い。 

※２閲覧することができる時間は、午前８時３０分から午後５時までとする。 

 

６ 参加申込の手続 

本プロポーザルに参加しようとする者は、次により必要書類（以下「参加申込書等」

という。）を提出するものとする。 

(1) 提出書類 

ア 参加申込書（様式１） １部  

イ 配置予定者の経歴等（様式５） 各１０部（うち各９部は所属名を記入しな

い。） 

ウ 配置予定者の過去の類似業務実績（様式６） 各１０部 

エ 企画競争共同提案体協定書（様式９） １部 ※共同提案体で申込む場合に限る。 

mailto:infraimp@city.ishinomaki.lg.jp
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(2) 提出場所 前記５(2)イに同じ 

(3) 提出方法 持参又は郵送（一般書留又は簡易書留）による。 

(4) 提出期限 平成３０年１２月２５日（火）午後５時まで（必着） 

※１持参の場合は、上記期間にかかわらず、休日条例に規定する休日は、提出する

ことはできない。 

※２提出することができる時間は、午前８時３０分から午後５時まで（正午から

午後０時４５分までを除く。）とする。 

※３期限までに提出しなかった場合、いかなる理由をもっても参加できない。 

(5) 次のいずれかに該当する場合は、参加申込は無効とする。 

ア 提出された参加申込書等に記載されている文字の判読が困難である場合又は文意

が不明な場合 

イ 本実施要領等を遵守しない場合 

ウ 参加申込書等に虚偽の記載をした場合 

※虚偽の記載を行った参加申込者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

エ 参加申込書等が指定枚数を超えた場合  

(6) その他の留意事項 

ア 参加申込書等の作成、提出等に要する費用は、参加申込者の負担とする。 

イ 提出された参加申込書等は、返却しない。 

ウ 提出後は、原則として参加申込書等の内容の変更を認めない。 

また、参加申込書等に記載した配置予定者は、原則として変更できないものとす

る。ただし、病休、死亡、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、

同等以上の技術者を充てることとし、発注者の了解を得なければならない。 

 

７ 参加資格審査結果の通知 

参加資格の有無を審査後、「参加資格審査結果通知書」（様式２）により参加申込書

に記載されているＦＡＸ番号又は電子メールアドレスへ通知する。 

なお、通知日は、平成３０年１２月２７日（木）とする。 

 

８ 不適合理由に関する事項 

(1) 提出した参加申込書等が不適合となった者は、平成３１年１月９日（水）までに、

書面（様式は問わない。ただし、規格はＡ４版とする。）を持参又は郵送（一般書

留又は簡易書留）により、石巻市長に対して不適合理由について説明を求めること

ができる。 

(2) 前号の回答は、平成３１年１月１５日（火）までに書面により行う。 

(3) 不適合理由の説明請求の提出場所及び提出時間は、次のとおりとする。 

ア 提出場所 前記５(2)イに同じ 

イ 提出時間 午前８時３０分から午後５時まで（正午から午後０時４５分までを除

く。） 
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※持参の場合は、上記期間にかかわらず、休日条例に規定する休日は、提出する

ことができない。 

 

９ 企画提案の手続 

前記７の通知により、本プロポーザルの参加資格を有すると認められた者は、次に

より書類（以下「企画提案書等」という。）を提出するものとする。 

(1) 提出書類 

ア 企画提案書（様式３） １部 

イ 業務実施体制（様式４） １０部（うち９部は所属名を記入しない。） 

ウ 業務の実施方針及び実施フロー（様式７） １０部 

エ 特定テーマに対する提案（様式８） 各１０部 

オ 参考見積書（任意様式） １０部（うち各９部は所属名を記入しない。） 

(2) 提出場所 前記５(2)イに同じ 

(3) 提出方法 持参又は郵送（一般書留又は簡易書留） 

(4) 提出期限 平成３１年１月２３日（水）午後５時まで（必着） 

※１持参の場合は、上記期間にかかわらず、休日条例に規定する休日は、提出する

ことはできない。 

※２提出することができる時間は、午前８時３０分から午後５時まで（正午から

午後０時４５分までを除く。）とする。 

※３期限までに提出できなかった場合、いかなる理由をもっても選定されない。 

(5) 次のいずれかに該当する場合は、無効とする。 

ア 提出された企画提案書等に記載されている文字の判読が困難である場合又は文意

が不明な場合 

イ 本実施要領等を遵守しない場合 

ウ 企画提案書等に虚偽の記載をした場合 

※虚偽の記載を行った企画提案者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

エ 同一の企画提案者が２つ以上の企画提案書等を提出した場合 

オ 企画提案方式による公正な企画提案の執行を妨げ、又は不正の利用を得るために

提案した場合 

カ 企画提案書等が指定枚数を超えた場合 

(6) その他の留意事項 

ア 企画提案書等の作成、提出等に要する費用は、企画提案者の負担とする。 

イ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

ウ 提出後は、原則として企画提案書等に記載された内容の変更を認めない。 
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１０ 企画提案で求める特定テーマ 

テーマ１：工事間調整の取組について 

複数の工事間における、より的確な調整を実現するための具体的な進め方につい

て、前記５(1)の参考資料を踏まえ、実態に即した取組を技術者の配置も含め提案す

ること。 

 

テーマ２：市民に対する情報提供の取組について 

工事調整会議が、市民に対する復興情報の提供として取り組んできている広報

紙・パネル展・合同現場見学会等の取組について、前記５(1)の参考資料を踏まえ、

より効果的な情報提供（共感や理解を得られる。）とする取組の観点を述べること。

必要な場合は、新たな取組についても提案すること。 

 

１１ 参加申込書等及び企画提案書等の作成並びに記載上の留意事項 

(1) 基本事項 

参加申込書等及び企画提案書等は、本業務における具体的な取組方法について提案

を求めるものであり、成果の一部を提出することを求めるものではない。本実施要

領等において記載された事項以外の内容を含む企画提案書等については、提案を無

効とする場合がある。 

(2) 作成方法 

参加申込書等及び企画提案書等の様式は、いずれもＡ４版とし、様式ごとに指示し

たページ数以内で記載すること。文字サイズは１０．５ポイント以上、文字フォン

トはＭＳ明朝（必要に応じて、ＭＳゴシック）とする。 

また、参加資格要件のうち、配置予定者に関する類似業務の実績を示すものとして、

業務を担当した事実を示す書類を添付すること。 

審査の公正を期すため、記載を求めている箇所以外に提出者を特定することができ

る会社名等の内容（一般的に通用している社章、ロゴマーク等を含む。）を記載し

てはならない。 

 

(3) 留意事項 

様式 内容に関する留意事項 

様式４ 

（ 業 務 実 施 体

制） 

・ 配置予定者を記載する。 

様式５ 

（配置予定者の

経歴等） 

・ 配置予定者について経歴等を記載する。 

・ 配置予定者のうち管理技術者は、手持業務を平成３１年１月

２３日現在の全てを記載する。手持業務とは、管理技術者及

び担当技術者となっている５００万円以上の他の業務を示

す。なお、特定された未契約業務がある場合は、手持業務の

記載対象とし、業務名の後に「特定済」と明記するものとす
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る。 

・ １名につき２ページ以内に記載する。 

・ 管理技術者が、５００万円以上の参加資格要件に示す類似

業務にかかわり、過去１０年間に国、都道府県、市町村等

の公的機関又は学会等から表彰の実績がある場合は、記載

する。 

様式６ 

（配置予定者

の過去の類似

業務実績） 

・ 配置予定者が過去に従事した類似業務の実績について記載す

る。 

・ 記載する業務は、過去に完了した業務とする。 

・ 記載する業務数は、１件とする。 

・ 図面、写真等を引用する場合も含め、１名につき１ページ以

内に記載する。 

様式７ 

（業務の実施方

針及び実施フロ

ー） 

・ 業務の実施方針、業務フローチャート、実施計画等について

簡潔に２ページ以内に記載する。 

様式８ 

（特定テーマに

対する提案） 

・ 本実施要領の１０に示した特定テーマに対する取組方法を具

体的に記載する。 

・ 記載に当たり、概念図、出典の明示できる図表、既往成果、

現地写真を用いることは支障ないが、本件のために作成した

ＣＧや詳細図面等を用いることは認めない。 

・ 特定テーマについては、テーマごとに１ページ以内に記載す

る。 

 

様式９ 

（企画競争共同

提案体協定書） 

・ 共同提案体で申し込む場合に提出すること。 

・ 当該協定書第８条第２項に係る定めは、契約相手方のみ契約

締結時に提出すること。 

任意様式 

（参考見積及び

そ の 他 留 意 事

項） 

【参考見積】 

・ 本業務に係る参考見積を提出すること。 

・ 参考見積は、参考業務規模に比べ著しくかい離していると思

われる場合、その妥当性について聴取することがある。 

 

(4) 作成に用いる言語等 

書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、時刻は日本の標準時、単位は計

量法によるものとする。 

(5) 添付書類 

配置予定管理技術者の資格を証する書類（技術士登録等証明書の写し等）を提出す

ること。 

手持業務及び過去に従事した類似業務実績に係る確認書類として、ＴＥＣＲＩＳ登

録により確認できる書類の写しを提出すること。 

なお、ＴＥＣＲＩＳに登録されていない業務等を記載した場合は、当該業務の契約

書等の写し及び業務内容が類似に当たることを証する業務計画書、特記仕様書、業

務報告書等の記載内容を確認できる部分の写しを提出すること。表彰実績がある場
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合は賞状の写し又は表彰の証明できる書類の写しを提出すること。 

これらの添付書類は、上記(3)留意事項において指定した使用可能枚数から除くも

のとする。 

 

１２ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

(1) 企画提案者は、企画提案書等の内容について、企画提案者ごとにプレゼンテーショ

ンを行うものとし、併せてヒアリングを実施するものとする。 

なお、プレゼンテーション及びヒアリング時に使用する言語は、日本語とする。 

(2) プレゼンテーション及びヒアリングの日時、場所等は、改めて各企画提案者に通知

するものとする。 

(3) プレゼンテーション及びヒアリングに参加できる者は、配置予定者とし、人数は３

名までとする。 

(4) プレゼンテーションは、提出された企画提案書等に基づいて行い、提出していない

新たな資料の提出は認めない。 

(5) プレゼンテーション及びヒアリングの所要時間は、１企画提案者当たり３０分以内

とし、時間配分はプレゼンテーション１５分以内、ヒアリング１５分以内を予定す

る。 

(6) プロポーザルを実施した結果、参加する者が１者である場合においても、原則とし

てプレゼンテーション及びヒアリングを行う。 

(7) ヒアリングは、石巻市市街地復興工事調整業務に関するプロポーザル選定委員会

（以下「選定委員会」という。）が行う。 

 

１３ 企画提案書等の審査 

(1) 審査の方法 

業務受託を希望する事業者から提出された企画提案書等は、選定委員会において、

その内容を審査の上、適切に業務を実施できると認める企画提案者を選定する。 

なお、提出された企画提案書等は、受注者の選定を行うために必要な範囲において、

複製することがある。 
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(2) 企画提案書等の評価項目は、次のとおりである。 

評価項目 評価の段階 
配
点 

評
価 

評
価
点 

配 置 予 定者
の 経 験 及び
能力 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
小計２５点 

専 門
性・経
験（ 業
務執行
能力） 
 

管  理 
技術者 

施工調整、あるいは地元協議及び調整（施工
段階）に関する類似業務実績について評価す
る。※１ 

５   

５００万円以上の参加資格要件に示す類似業
務のうち施工調整、あるいは地元協議及び調
整（施工段階）にかかわり、過去１０年間に
国、都道府県、市町村等の公的機関又は学会
等からの表彰実績があるか。※２ 

５   

配 置 
技術者 

施工調整、あるいは地元協議及び調整（施工
段階）に関する類似業務実績について評価す
る。（配置技術者を複数配置する場合は、評価
が優位となる実績を有する者について評価す
る。）。※１ 

５   

管理技術
者及び配
置技術者 

技術士（建設部門（施工計画、施工設備及び
積算））又はＲＣＣＭ（施工計画、施工設備及
び積算）を有する者を配置しているか。 

（配置技術者を複数配置する場合は、いずれ
かが有していれば評価する。）※３ 

１０   

配 置技 術者
の 経験 、能
力及び意欲 
 
 
 
 
小計６０点 

ヒアリ
ング 

経 験 の
確認 

類似業務の実績において、中心的・主体的に参
画していたかどうか。※４ 

２０   

質 問 に
対 す る
応答性 

質問に対する応答性がどうか。※５ ２０   

業 務 へ
の 取 組
意欲 

業務への取組意欲があるか。※６ ２０   

実 施方 針・
実 施 フ ロ
ー ・ 工 程
表・その他 
 
小計１０点 

業務理解度 目的、条件、内容の理解度が高いか。※７ ５   

実施体制・実施
手順 

業務実施体制・業務実施手順を示す実施フロ
ー、業務量の把握状況を示す実施計画の妥当
性が高いか。※７ 

５   

特 定 テ ーマ
に 対 す る提
案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
小計５０点 

特定 
テーマ
１ 

的確性 
地域特性等との整合性が高いか。※７ ５   

必要なキーワードが網羅されているか。※８ ５   

実現性 

提案内容に説得力があるか。※９ ５   

提案内容を裏付ける関連資料などが明示され
ているか。※９ 

５   

独創性 
スピード感をもった調整を進める上で、斬新
な観点・提案があるか。※９ 

５   

特定 
テ ー マ
２ 

的確性 
復興状況と地域特性との整合性が高いか。※７ ５   

必要なキーワードが網羅されているか。※８ ５   

実現性 

提案内容に説得力があるか。※９ ５   

提案内容を裏付ける関連資料などが明示され
ているか。※９ 

５   

独創性 
経済性にも優れた、より効果的な斬新な提案
があるか。※１０ 

５   

参考見積 
 
小計５点 

業 務 コ
ス ト の
妥当性 

提示した業務規模と大きくかけ離れているか、又は提案
内容に対して見積が不適切な場合には選定しない場合が
有りうる。※１１ 

５   

計 １５０   
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※１施工調整、あるいは地元協議及び調整（施工段階）の実績について、Ａ、Ｂ

の２段階で評価するものとし、それぞれ配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（実績を有している。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．００（実績を有していない。） 

 

※２施工調整、あるいは地元協議及び調整（施工段階）にかかわる表彰の実績に

ついて、Ａ、Ｂの２段階で評価するものとし、それぞれ配点は次のとおりとす

る。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（実績を有している。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．００（実績を有していない。） 

 

※３管理技術者、配置技術者が「施工計画、施工設備及び積算」の資格を有して

いる者を配置しているか、Ａ、Ｂ、Ｃの３段階で評価するものとし、それぞれ

配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（管理技術者及び配置技術者とも有し

ている。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．５０（管理技術者あるいは配置技術者のい

ずれかが有している。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．００（管理技術者及び配置技術者とも有し

ていない。） 

 

※４類似業務の実績として挙げた施工調整、あるいは地元協議及び調整（施工段

階）の担当分野に中心的・主体的に参画したことについて、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、

Ｅの５段階で評価するものとし、それぞれ配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（中心的・主体的に参画したことが十

分に伺える。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．７５（中心的・主体的に参画したことが伺

える。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．５０（参画しているが中心的・主体的とは

伺えない。） 

Ｄ 評価点＝配点×０．２５（参画したことが、僅かに伺える。） 

Ｅ 評価点＝配点×０．００（参画したことが全く伺えない。） 

 

※５質問に対する応答が的確かつ迅速かどうかについて、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの

５段階で評価するものとし、それぞれ配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（的確かつ迅速である。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．７５（的確であるが、迅速とは言えない。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．５０（的確とは言えない。） 
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Ｄ 評価点＝配点×０．２５（Ｃ評価とＥ評価の中間である。） 

Ｅ 評価点＝配点×０．００（的確でも迅速でもない。） 

 

※６提案した特定テーマなどへの質問を通じ、業務への取組意欲について、Ａ、

Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階で評価するものとし、それぞれ配点は次のとおりとす

る。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（補足説明が明確で、業務への取組意

欲が特に強いと感じられる。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．７５（業務への取組意欲が強いと感じられ

る。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．５０（取組意欲が感じられる。） 

Ｄ 評価点＝配点×０．２５（Ｃ評価とＥ評価の中間である。） 

Ｅ 評価点＝配点×０．００（取組意欲が全く感じられない。） 

 

※７各評価項目は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階で評価するものとし、それぞれ

配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（理解度が特に高い／妥当性が特に高

い／整合性が特に高い） 

Ｂ 評価点＝配点×０．７５（理解度が高い／妥当性が高い／整合

性が高い） 

Ｃ 評価点＝配点×０．５０（理解度が平均的／妥当性が平均的／

整合性が平均的） 

Ｄ 評価点＝配点×０．２５（Ｃ評価とＥ評価の中間である。） 

Ｅ 評価点＝配点×０．００（理解度が極めて低い／妥当性が極め

て低い／整合性が極めて低い） 

 

※８必要なキーワード（着目点、問題点、解決方法）の記載については、Ａ、Ｂ、

Ｃ、の３段階で評価するものとし、それぞれ配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（全てのキーワードが網羅されてい

る。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．５０（一部のキーワードが記載されてい

る。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．００（全くキーワードが記載されていな

い。） 

 

※９各評価項目は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階で評価するものとし、それぞれ

配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（内容に著しい説得力がある／関連資
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料が的確に明示されている／斬新な

観点・提案がある） 

Ｂ 評価点＝配点×０．７５（Ａ評価とＣ評価の中間である。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．５０（説得力が平均的／関連資料が明示さ

れているが的確でない／観点・提案

はあるが斬新とは言えない） 

Ｄ 評価点＝配点×０．２５（Ｃ評価とＥ評価の中間である。） 

Ｅ 評価点＝配点×０．００（内容に説得力全くない／関連資料が

全く明示されていない／観点・提案

が全くない） 

 

※１０斬新な提案については、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの５段階で評価するものとし、

それぞれ配点は次のとおりとする。 

Ａ 評価点＝配点×１．００（斬新な提案がある。） 

Ｂ 評価点＝配点×０．７５（Ａ評価とＣ評価の中間である。） 

Ｃ 評価点＝配点×０．５０（提案はあるが斬新とは言えない。） 

Ｄ 評価点＝配点×０．２５（Ｃ評価とＥ評価の中間である。） 

Ｅ 評価点＝配点×０．００（提案が全くない。） 

 

※１１業務コストの妥当性については、次の算定式により算出した数値を評価点

とする。 

評価点＝配点×最低提案額／当該提案額 

(3) 選定された者に対しては、書面により通知する。 

(4) プロポーザルを実施した結果、全ての参加者を非選定とする場合がある。 

 

１４ 非選定理由に関する事項 

(1) 提出した企画提案書等が選定されなかった者に対しては、選定されなかった旨とそ

の理由（非選定理由）について、書面をもって通知する。 

(2) 前号の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日以内（必着）に、

書面（様式は問わない。ただし、規格はＡ４版とする。）を持参又は郵送（一般書

留又は簡易書留）により、石巻市長に対して非選定理由について説明を求めること

ができる。 

(3) 前号の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５日以内に書

面により行う。 

(4) 非選定理由の説明書請求の提出場所及び提出時間は、次のとおりとする。 

ア 提出場所 前記５(2)イに同じ 

イ 提出時間 午前８時３０分から午後５時まで 

（正午から午後０時４５分までを除く。） 
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※持参の場合は、上記期間にかかわらず、休日条例に規定する休日は、提出するこ

とはできない。 

 

１５ 契約の締結 

前記１３により選定された者と契約締結の交渉を行う。契約交渉が不調のときは、評

価により順位付けられた上位の者から順に、契約締結の交渉を行う。 

 

１６ 業務実施上の条件 

(1) 第１回及び成果品納入時の打合せ時には、管理技術者が出席するものとする。 

(2) 検討に必要な資料は、貸与又は閲覧できるものとする。 

(3) 本業務の規模（見積限度額）は、 

平成３１年度 １１１，０９８，０００円 

平成３２年度 １１０，７１３，０００円 

合計     ２２１，８１１，０００円（消費税及び地方消費税を含まない。）

とする。 

(4) 本業務を行うに当たり、他者に業務の一部を再委託する場合及び学識経験者等の協

力を受けて業務を実施する場合は、発注者の承諾を得なければならない。ただし、

業務の主たる部分を再委託してはならない。 

(5) 本業務を行うに当たり、再委託（軽微な業務を含む。）する場合には、地元企業等

への受注機会の確保が図られるよう配慮すること。 

 

１７ 成果品 

成果品は、次のとおりとする。 

(1) 報告書（Ａ４版）   １部 

(2) 報告書原稿（電子データを含む。） １式 

(3) その他監督員の指示するもの  １式 

 

なお、成果品１式の著作権は、石巻市に帰属するものとする。また、契約業務に伴っ

て取得した物品、特許権及び著作権は、石巻市に帰属するものとする。 

 

１８ その他 

(1) 提案が選定された者は、企画競争の実施の結果、最適な者として選定したものであ

るが、地方自治法施行令に基づく契約手続の完了までは、石巻市との契約関係が生

じるものではない。 

(2) 前記４の条件については、契約締結まで当該要件等を満たしているものとする。 

(3) 契約締結に当たっては、選定された企画提案をそのまま実施することをあらかじめ

約束するものではなく、当初予定の業務内容、規模等及び金額について、双方確認

の上、変更する場合がある。 
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(4) 企画提案者から提出された企画提案書等について、石巻市情報公開条例（平成１７

年石巻市条例第１４号）の規定に基づき、開示請求者からの開示請求があった場合

は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないものについては、開

示対象となる場合がある。 

(5) 検討に必要な資料は、貸与又は閲覧できるものとする。 

(6) 提出された企画提案書等は、公平性、透明性等を期するため、企画提案者の承諾を

得た上で公表することがある。公表する場合は、企画提案書等の写しを作成し、使

用することができるものとする。 

(7) 提出された企画提案書等は、提出者に無断で本プロポーザル以外に使用しない。 

(8) 詳細又は不明な点については、石巻市復興事業部基盤整備課に照会のこと。 

（電話番号：０２２５－９５－１１１１ 内線５５１８ 

ＦＡＸ番号：０２２５－９０－８０４６） 

 

 

≪参考≫ 

◆実施スケジュール 

 

内 容 期 間 等 

実施要領の公表 平成３０年１２月１０日（月）午後２時から 

質問書受付期限 平成３０年１２月１４日（金）午後５時（必着） 

質問書の回答 平成３０年１２月１８日（火）午後２時から 

参加申込書受付期限 平成３０年１２月２５日（火）午後５時（必着） 

参加資格審査結果通知 平成３０年１２月２７日（木） 

不適合理由要求受付期限 平成３１年 １月 ９日（水） 

不適合理由の回答 平成３１年 １月１５日（火） 

企画提案書等提出期限 平成３１年 １月２３日（水）午後５時（必着） 

選定委員会（プレゼン・ヒアリ

ング・選定） 
平成３１年 ２月 １日（金） 

選定結果通知 平成３１年 ２月 ８日（金）頃 

非選定理由の説明要求受付期限 平成３１年 ２月２０日（水）頃 

非選定理由の回答 平成３１年 ２月２７日（水）頃 

候補者の公表 平成３１年 ３月 １日（金）頃 

契約 平成３１年 ３月１２日（火）頃 
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（様式１） 

 

平成  年  月  日 

 

 

石巻市長 亀 山   紘 殿 

 

住 所 

商号又は名称  

代表者職氏名     ㊞ 

※共同提案体の場合は代表者 

 

 

参加申込書 

石巻市が行うプロポーザルについて、下記のとおり参加を申し込みます。 

 

記 

 

１ 件 名 石巻市市街地復興工事調整業務 

２ 入札参加資格 石巻市競争入札参加資格 あり ・ なし 

※共同提案体で申し込む場合は全構成員 

３ 添 付 書 類 

(1)参加申込書（本書） １部 

(2)配置予定者の経歴等（様式５） 各１０部（うち各９部は所属名を記入しない。） 

(3)配置予定者の過去の類似業務実績（様式６） １０部 

(4)企画競争共同提案体協定書（様式９） １部 ※共同提案体で申し込む場合に限る。 

 

 

 

（連絡先） 所 属  

担当者氏名  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ  

Ｅ－m a i l  
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（様式２） 

 

文書番号 

年    月    日 

 

  殿 

 

石巻市長                   

    （公  印  省  略） 

 

 

参加資格審査結果通知書 

先に参加申し込みのありましたプロポーザルについて、参加資格審査の結果を下記の

とおり通知します。 

 

記 

 

１ 件 名 石巻市市街地復興工事調整業務 

 

２ 審査結果  

 

【理由】 

 

３ そ の 他 提出した参加申込書等が不適合となった者は、実施要領８の規定により、

不適合理由について説明を求めることができる。 

 

４ 担 当 
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(様式３) 

業務の名称：石巻市市街地復興工事調整業務 

 

履 行 期 限：平成３３年３月３１日 

 

 

企画提案書 

標記業務について、企画提案書を提出します。 

 

 

年  月  日 

 

石巻市長 殿 

 

１ 入札参加資格 石巻市競争入札参加資格 あり ・ なし 

※共同提案体で申し込む場合は全構成員 

２ 提 出 書 類   

(1) 企画提案書（本書） １部 

(2) 業務実施体制（様式４） １０部（うち９部は所属名を記入しない。） 

(3) 業務の実施方針及び実施フロー（様式７） １０部 

(4) 特定テーマに対する提案（様式８） 各１０部 

(5) 参考見積書（任意様式） １０部（うち各９部は所属名を記入しない。） 

 

 

 

（企画提案者） 

住 所  

商号又は名称  

代表者職氏名       ㊞ 

※共同提案体の場合は全構成員の記名押印が必要。この行は作成時

削除してください。 

（連絡先） 

部 署  

氏 名  

Ｆ Ａ Ｘ  

Ｅ － m a i l  
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（様式４） 

業務実施体制 

 

 配置予定者 

の氏名
ふりがな

 
所属・役職 担当する分担業務の内容 

管理技術者 
   

配置技術者 

   

 

注１：氏名にはふりがなをふること。 

注２：配置技術者は、「仕様書 第４条 業務の内容 (1)工事調整会議に関する業務の

担当技術者」を記載すること。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※選定時使用欄 
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（様式５） 

配置予定者の経歴等 

（○○技術者：△△） 

①氏名
ふりがな

 ②生年月日 

③所属・役職 

 

④資格名称及び登録番号（複数記入可） 

 

(1)参加資格要件にかかるもの 

 

(2)その他 

 

⑤業務実績（３件まで） 

業務名 業務概要 発注機関 履行期間 

  

  

（  者として従事） 

  

  

   

（  者として従事） 

  

  

 

（  者として従事） 

  

⑥手持業務の状況（平成３１年１月２３日現在）、契約金額５００万円以上 

業務名 
業務上の 

立場 
発注機関 履行期間 契約金額 

     

 

（契約金額の合計 

      万円） 

⑦表彰の実績（過去１０年間における都市計画又は市街地開発事業に関する公的機関

又は学会等からの表彰の実績を記述すること。） 

表彰機関、賞の名称、受賞年月日 表彰の内容 

  

注１：○○技術者には、管理技術者、配置技術者の各名称、△△には氏名を記載するこ

と。 

※選定時使用欄 
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（様式６） 

配置予定者の過去の類似業務実績 

（○○技術者：△△） 

業務分類 業務 

業務名及び役割 

 

 

役割： 

ＴＥＣＲＩＳ登録番号  

業務金額（税抜）  

履行期間  

発注機関名 

住所 

ＴＥＬ 

 

業務の概要 

 

業務の技術的特徴等 
 

当該技術者の業務担当

の内容 

 

注１：○○技術者には、管理技術者、配置技術者の各名称、△△には氏名を記載するこ

と。 

注２：業務分類には、実施要領４(3)オにおいて定義した「類似業務」を示すこと。 

注３：業務名及び役割の「役割」には、管理技術者、照査技術者又は担当技術者のいずれ

かを記載ること。 

注４：業務の概要、業務の技術的特徴等については、具体的に記述すること。 

注５：類似業務実績として、実施要領４(3)オ(ｱ)施工調整あるいは、地元協議及び調整

（施工段階）を選択した場合は、実施要領１３(2)による評価が可能となるよう、

評価項目も記載すること。 

注６：当該技術者の業務担当の内容については、工夫した点や苦慮した点等をふまえた取

組について具体的に記述すること。 

※選定時使用欄 
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（様式７） 

業務の実施方針及び実施フロー 

 

 

※選定時使用欄 
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（様式８） 

特定テーマに対する提案 

 テーマ： 

 

 注：実施要領１０に示したテーマに対し、取組方法を具体的に記述すること。

※選定時使用欄 
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（様式９） 

企画競争共同提案体協定書 

 

 （目的） 

第１条 当該企画競争共同提案体は、石巻市の発注に係る「石巻市市街地復興工事調整業

務」（以下「本業務」という。）を共同連帯して行うことを目的とする。 

 （名称） 

第２条 当該企画競争共同提案体は、○○共同提案体（以下「当共同提案体」という。）

と称する。 

 （事務所の所在地） 

第３条 当共同提案体は、事務所を○○市○○町○○番地に置く。 

 （成立の時期及び解散の時期） 

第４条 当共同提案体は、平成  年  月  日に成立し、本業務の契約の履行後３か

月を経過するまでの間は解散することができない。 

２ 本業務を受託することができなかったときは、当共同提案体は、前項の規定にかかわ

らず、本業務に係る契約が締結された日に解散するものとする。 

 （構成員の住所及び名称） 

第５条 当共同提案体の構成員は、次のとおりとする。 

    ○○県○○市○○町○○番地 

     ○○株式会社 

    ○○県○○市○○町○○番地 

     ○○株式会社 

        ○○県○○市○○町○○番地 

         ○○株式会社 

 （代表者の名称） 

第６条 当共同提案体は、○○株式会社を代表者とする。 

 （代表者の権限） 

第７条 当共同提案体の代表者は、業務の履行に関し、当共同提案体を代表して、発注者

及び監督官庁等と折衝する権限並びに自己の名義をもって業務委託料（部分払金を含

む。）の請求、受領及び当共同提案体に属する財産を管理する権限を有するものとする。 

２ 構成員は、成果品（契約書に規定する指定部分に係る成果品及び部分引渡しに係る成

果品を含む。）等について、契約日以降著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２章及び

第３章に規定する著作者の権利が存続する間、当該権利に関し発注者と折衝等を行う権限

を、当共同提案体の代表者である企業に委任するものとする。 

  なお、当共同提案体の解散後、当共同提案体の代表者である企業が破産又は解散した

場合においては、当該権利に関し発注者と折衝等を行う権限を、代表者である企業以外の

構成員である一の企業に対し、その他の構成員である企業が委任するものとする。 

 （分担業務） 
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第８条 各構成員の業務の分担（以下「分担業務」という。）は、次のとおりとする。た

だし、分担業務の一部につき発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて

分担の変更があるものとする。 

     ○○○○○業務  ○○株式会社 

     ○○○○○業務  ○○株式会社 

          ○○○○○業務  ○○株式会社 

２ 前項に規定する分担業務の価額（運営委員会で定める。）については、別に定めると

ころによるものとする。 

 （運営委員会） 

第９条 当共同提案体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、業務の履行に当たるも

のとする。 

 （構成員の責任） 

第１０条 構成員は、運営委員会が決定した工程表によりそれぞれの分担業務の進捗を図

り、契約の履行に関し連帯して責任を負うものとする。 

 （取引金融機関） 

第１１条 当共同提案体の取引金融機関は、○○銀行○○店とし、代表者の名義により設

けられた別口預金口座によって取引するものとする。 

 （構成員の必要経費の分配） 

第１２条 構成員はその分担業務を行うため、運営委員会の定めるところにより必要な経

費の分配を受けるものとする。 

 （共通費用の分担） 

第１３条 本業務を行うにつき発注した共通の経費等については、分担業務額の割合によ

り運営委員会において、各構成員の分担額を決定するものとする。 

 （構成員の相互間の責任の分担） 

第１４条 構成員がその分担業務に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成員

がこれを負担するものとする。 

２ 構成員が他の構成員に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成員が協

議するものとする。 

３ 前２項に規定する責任について協議が整わないときは、運営委員会の決定に従うもの

とする。 

４ 前３項の規定は、いかなる意味においても第１０条に規定する当共同提案体の責任を

免れるものではない。 

 （権利義務の譲渡の制限） 

第１５条 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。 

 （業務途中における構成員の脱退） 

第１６条 構成員は、当共同提案体が業務を完了する日までは脱退することはできない。 

 （業務途中における構成員の破産又は解散に対する処置） 

第１７条 構成員のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、
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発注者の承認を得て、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了するものと

する。ただし、残存構成員のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成員全員及

び発注者の承認を得て、新たな構成員を当共同提案体に加入させ、当該構成員を加えた構

成員が共同連帯して破産又は解散した構成員の分担業務を完了するものとする。 

２ 前項の場合においては、第１４条第２項及び第３項の規定を準用する。 

 （解散後の瑕疵に対する構成員の責任） 

第１８条 当共同提案体が解散した後においても、本業務につき瑕疵があったときは、各

構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。 

 （協定書に定めない事項） 

第１９条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとす

る。 

 

 

 ○○株式会社外○社は、上記のとおり○○共同提案体協定を締結したので、その証拠とし

てこの協定書○通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。 

 

 

 平成  年  月  日 

 

                      ○○共同提案体構成員 

                       ○○株式会社 

                         代表取締役 ○ ○ ○ ○ 印 

 

                       ○○株式会社 

                         代表取締役 ○ ○ ○ ○ 印 

 

                       ○○株式会社 

                         代表取締役 ○ ○ ○ ○ 印 

※ 全構成員の記名押印が必要。この行は、作成時削除してください。 
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（様式１０） 

質  疑  応  答  書 

 

業務名  石巻市市街地復興工事調整業務  

質 問 事 項 回 答 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

住    所  

商号又は名称  

代表者氏名  

質問者氏名  

回 答 方 法 ＦＡＸ：     （    ） 

（どちらか指定） 電子メール：  

 


